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デイサービスセンターさくら運営規程 

（通所介護・介護予防通所介護） 
 

  

第１章  施設の目的及び運営の方針 

     

（事業の目的） 

第１条  社会福祉法人足立邦栄会が運営するデイサービスセンターさくら（以下「事業所」

という）が行う指定通所介護（介護予防通所介護を含む。）の事業（以下「通所介護  

事業」という）の適正な運営を確保するために人員及び管理運営に関する事項を定め、

事業所ごとに置くべき従事者（以下「通所介護従事者」という）が、要介護状態又は

要支援状態にある高齢者に対し、適正な通所介護事業を提供することを目的とする。 

 

（運営方針） 

第２条  事業所の通所介護従事者は、要介護状態等の心身の特徴を踏まえて、利用者が可能

な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことが  

できるよう、さらに利用者の社会的孤立感の解消及び心身機能の維持並びに家族の 

身体的・精神的負担の軽減を図るために、必要な日常生活上の世話及び機能訓練等の

介護、 その他必要な援助を行う。 

  ２ 事業の実施にあたっては、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に  

立って、関係市区町村、居宅介護支援事業者、地域の保健・医療・福祉サービスを提供

する者との綿密な連携を図り、総合的なサービスの提供に努める。 

 

（事業所の名称） 

第３条  事業を行う事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。 

  ⑴ 名 称  デイサービスセンターさくら 

  ⑵ 所在地  東京都足立区皿沼２－８－８（特別養護老人ホームさくら １階） 

 

 

第２章  職員の職種、員数および職務の内容 
 

（職員の職種及び員数） 

第４条  事業所に勤務する職種及び員数は次のとおりとする。 

  ⑴ 管理者              １名 

  ⑵ 通所介護従事者 

     生活相談員           １名※ 

     介護職員            ４名※ 

     看護職員            １名（常勤職員 1 名又は非常勤職員 1 名） 

  ⑶ 機能訓練指導員          １名（看護職員兼務） 

  ⑷ 運転手              生活相談員、介護職員が兼務し、一部委託 

    ※…どちらかは常勤職員を１名以上配置 

 

（職員の職務内容） 

第５条  事業所に勤務する職員の職務内容は次のとおりとする。 

  ⑴ 管理者 

    管理者は、事業所の職員の管理及び業務の管理を一元的に行う。 

  ⑵ 通所介護従事者  生活相談員 

             介護職員 

             看護職員 

    通所介護従事者は、指定通所介護の業務にあたる。 
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    生活相談員は、指定通所介護の利用申し込みにかかる調整、通所介護サービス計画

の作成等を行う。また、利用者に対し日常生活上の介護その他必要な業務の提供に  

あたる。 

    介護職員、看護職員は利用者の心身の状況等を把握し、必要な日常生活上の介護や

健康管理、その他必要な業務の提供にあたる。 

  ⑶ 機能訓練指導員 

機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練 

指導、助言を行う。 

 ⑷ 運転手 

    運転手は、通所介護従事者が兼務し、利用者の送迎を行う。 

 

 

第３章  利用定員等 
 

（営業日及び営業時間） 

第６条  事業所の営業日及び営業時間は、次のとおりとする。 

  ⑴ 営業日  月曜日から土曜日（祝日営業） 

         ただし、１月１日～１月３日を除く。 

  ⑵ 営業時間 午前８時３０分から午後５時３０分まで。 

  ⑶ サービス提供時間 午前９時１０分から午後４時５５分まで。 

 

（利用定員） 

第７条  事業所の１日の利用者の定員は、指定通所介護２８人（予防通所介護含む。）とする。 

 

    

第４章 利用者に対するサービスの内容および利用料その他の費用の額 
 

（指定通所介護の提供方法及び内容） 

第８条  指定通所介護の内容は、指定居宅介護支援事業者又は利用者本人等が作成した居宅 

サービス計画に基づいてサービスを行うものとする。ただし、緊急を要する場合に 

あっては、居宅サービス計画作成前であってもサービスを利用できるものとし、次に

掲げるサービスから利用者が選定したサービスを提供する。 

  ⑴ 身体介護に関すること 

    日常生活動作能力の程度により、必要な支援及びサービスを提供する。 

    ア 排泄の介助 

    イ 移動、移乗の介助 

    ウ その他必要な身体の介助 

  ⑵ 入浴に関すること 

    家庭において入浴することが困難な利用者に対して、必要な入浴サービスを提供 

する。 

ア 衣類の着脱の介護 

イ 身体の清拭、洗髪、洗身 

ウ その他必要な入浴介助 

  ⑶ 食事に関すること 

    給食を希望する利用者に対して、必要な食事のサービスを提供する。 

    ア 食事の準備、配膳・下膳の介助 

    イ 食事摂取の介助 

    ウ その他必要な食事の介助 

  ⑷ 機能訓練に関すること 

    体力や機能の低下を防ぐために必要な訓練及び日常生活に必要な基本的動作を獲得
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するための訓練を行う。 

  ⑸ アクティビティ・サービスに関すること 

    利用者が、生きがいのある快適で豊かな日常生活を送ることができるよう、アク  

ティビティ・サービスを実施する。これらの活動を通じて仲間づくり、老いや障害

の受容、心身機能の維持・向上、自信の回復や情緒安定を図る。 

    ア レクリエーション 

    イ 音楽活動 

    ウ 創作活動 

    エ 行事的活動 

    オ 体操 

    カ 休養・養護 

⑹ 栄養ケアマネジメントに関すること 

    栄養状態の改善を希望する利用者に対し栄養ケア計画を作成し、栄養状態の改善を

実施する。 

  ⑺ 口腔機能向上に関すること 

    口腔機能の向上を希望する利用者に対し口腔機能改善計画を作成し、口腔機能の 

向上を実施する。 

  ⑻ 送迎に関すること 

    送迎を必要とする利用者に対して送迎サービスを提供する。送迎車両には通所介護

従事者が添乗し、必要な介助を行う。また、一部を委託とする。 

  ⑼ 相談助言に関すること 

    利用者及びその家族の日常生活における介護等に関する相談及び助言を行う。 

    ア 疾病や障害に関する理解を深めるための相談・助言 

    イ 日常生活動作や具体的な介護方法に関する相談・助言 

    ウ 自助具や福祉機器、住宅環境の整備に関する相談・助言 

    エ その他在宅生活全般にわたる必要な相談・助言 

 

（指定居宅介護支援事業者との連携等） 

第９条 指定通所介護の提供にあたっては、利用者にかかる指定居宅介護支援事業者が開催

するサービス担当者会議を通して、利用者の心身の状況、その置かれている環境、  

他の保健・医療・福祉サービスの利用状況等の把握に努める。 

  ２ 利用者の生活状況の変化、サービスの利用方法・内容の変更希望があった場合、  

当該利用者担当の指定居宅介護支援業者に連絡するとともに、綿密な連携に努める。 

  ３ 正当な理由なく指定通所介護の提供を拒まない。ただし、通常の事業実施地域等を

勘案し、利用希望者に対して通所介護の提供が困難と認めた場合、当該利用者に   

かかる指定居宅支援事業者と連携し、必要な措置を講ずる。 

 

（通所介護サービス計画の作成等） 

第１０条 指定通所介護の提供を開始する際には、利用者の心身の状況、希望及びそのおか

れている状況並びに家族等介護者の状況を十分把握し、援助計画を作成する。また、  

すでに居宅サービス計画が作成されている場合は、その内容にそった通所介護   

サービス計画を作成する。 

  ２ 通所介護サービス計画の作成・変更の際には、利用者又は家族に対し、当該計画の

内容を説明し、同意を得る。 

  ３ 利用者に対し、通所介護サービス計画に基づいて各種サービスを提供するとともに、

継続的なサービスの管理、評価を行う。 

 

（サービスの提供記録の記載） 

第１１条 通所介護従事者は、指定通所介護を提供した際には、その提供日・内容、その他

必要な記録を利用者が所持するサービス提供記録書に記載する。 
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（指定通所介護の利用料等及び支払の方法） 

第１２条 指定通所介護を提供した場合の利用料の額は、厚生労働大臣が定める基準による

ものとし、当該指定通所介護が法定代理受領サービスであるときは、介護報酬の介護

保険負担割合相当分とする。 

  ２ 第 13 条の通常の事業実施地域を超えて行う送迎の交通費、営業時間帯を超えて通所

介護を提供する場合の利用料、食費、おむつ代、アクティビティサービスにかかる諸

経費については、別紙に掲げる費用を徴収する。 

  ３ 第１項及び第２項の費用の支払いを受ける場合には、利用者またはその家族に対し

て事前に文書で説明したうえで、支払に関する同意を得る。 

  ４ 指定通所介護の利用者は、事業所の定める期日に、別途契約書で指定する方法に  

より納入することとする。 

 

（通常の事業実施区地域） 

第１３条 通常の事業実施地域は、東京都足立区内とする。 

 

 

第５章  事業所の利用にあたっての留意事項及び職員の義務 

 

（内容及び手続きの説明及び同意、契約） 

第１４条 通所介護の提供を開始するにあたっては、あらかじめ、利用申込者およびその家

族に対し、本運営規程の概要、職員の勤務の体制、その他の重要事項を記した文書を

交付して説明を行い、利用申込者の同意を得た上で利用契約書を締結するものとする｡ 

 

（衛生保持及び従事者等の健康管理等） 

第１５条 指定生活介護サービスに使用する備品等は清潔を保持し、定期的な消毒を施す 

など常に衛生管理に十分留意するものとする。 

  ２ 利用者は、事業所の清潔、整頓、その他環境衛生の保持を心掛け、また事業所に   

協力するものとする｡ 

  ３ 事業所の職員は感染症等に関する基礎知識の習得に努めるとともに、事業所は職員

に対し、年１回以上の健康診断を受けさせるものとする。 

 

（感染症及び食中毒の発生・まん延防止のための対策） 

第１６条 事業所は、施設内において感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないよう、

次の各号に掲げる措置を講じるものとする。 

⑴ 事業所は、感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会（テレビ電

話装置等を活用して行うことができるものとする。）を設置し、定期的（３月に１回

以上）に開催するとともに、感染症が流行する時期等を勘案して必要に応じ随時  

開催すること。また、その結果について、職員へ周知徹底を図ること。 

⑵ 事業所内の衛生管理、感染対策、感染症発生時の対応等を規定した感染症の予防及

びまん延の防止のための指針を整備すること。 

⑶ 事業所は職員に対する感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期

的（それぞれ年２回以上）に開催するとともに、新規採用時には必ず研修を実施す

ること。 

⑷ 利用者及び入所者における新興感染症の発生時等に、感染者の診療等を迅速に対応

できる体制を平時から構築しておくため、感染者の診療等を行う協定締結医療機関

と連携し、新興感染症発生時における対応を取り決めるよう努めること。 

⑸ 協力医療機関が協定締結医療機関である場合には、当該協力医療機関との間で、新

興感染症の発生時等の対応について協議を行うこと。 
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（介護事故発生時の対応及び防止等） 

第１７条 利用者に対するサービス提供により事故が発生した場合は、速やかに区市町村 

及び利用者の家族に対して連絡を行う等、必要な措置を講じるものとする。 

  ２ 事故が発生した場合には、事故の状況及び事故に際して採った対応を記録する。 

  ３ 事故が発生した時又はそれに至る危険性がある事態が生じたときに、その改善策を

講じるとともに職員に周知徹底する。 

  ４ 事業所は、事故防止及び事故対応マニュアルを策定し、職員に周知徹底する。 

 

（事業所内の禁止行為） 

第１８条 利用者は、事業所内で次の行為をしてはならない｡ 

⑴ けんか、口論、泥酔等他人に迷惑をかけること｡ 

⑵ 政治活動、宗教、習慣等により、自己の利益のために他人の自由を侵害したり、他人

を排撃したりすること。 

⑶ 指定場所以外で火気を用いること｡ 

⑷ 事業所の秩序、風紀を乱し、又は安全衛生を害すること。 

⑸ 故意又は無断で、施設もしくは備品等に損害を与え、又はこれらを事業所外に持ち

出すこと｡ 

 

（秘密保持） 

第１９条 事業所の職員は、業務上知り得た利用者またはその家族の秘密を保持する。 

  ２ 事業所は、職員であった者に、業務上知り得た利用者またはその家族の秘密を保持

するため、職員でなくなった後においてもこれらの秘密を保持するべき旨を雇用契約

の内容に明記する。 

  ３ 事業所は、利用者またはその家族からあらかじめ文書で同意を得ない限り、第三者

に対し、利用者の個人情報を提供してはならない。 

但し、利用者の疾病の治療を迅速かつ円滑に行うため、情報提供書、介護・看護記録等の

関係する情報は、利用者の申し立てがない場合は同意があったものとして関係機関に情報 

提供を行うものとする。 

 

（虐待等の禁止） 

第２０条 事業所及び職員は、利用者に対し、以下のような身体的、精神的苦痛を与え、   

人格を辱める等を行ってはならない。 

⑴ 殴る、蹴る等の暴力行為等で、身体にあざ、痛みを与える好意や、外部との接触を 

意図的、継続的に遮断する行為。 

⑵ 食事を提供しない等、利用者自身の身体的・精神的状態を悪化させる行為。 

⑶ 脅しや侮辱などの言葉や威圧的な態度、無視、嫌がらせ等によって精神的、情緒的

苦痛を与える行為。 

⑷ 性的な行為またはその強要等の嫌がらせをする行為。 

⑸ 利用者の合意なしに財産や金銭を使用し、利用者の希望する金銭の使用を理由なく

制限する行為。 

 

（虐待防止に関する事項） 

第２１条 事業所は、利用者の人権の擁護・虐待防止等のため次の措置を講じるものとする。 

⑴ 虐待防止に関する責任者および担当者を選定及び設置すること。 

⑵ 苦情処理体制を整備すること。 

⑶ 職員に対する虐待防止を啓発、普及するための研修を実施すること。 

⑷ 虐待防止のための方策を検討する委員会として虐待防止委員会を設置し、定期的（年

２回以上）に開催し、新規採用時には必ず研修を実施すること。また委員会での検

討結果を職員に周知徹底すること。 

⑸ 利用者の虐待の防止、虐待を受けた利用者の保護及び自立の支援並びに財産上の不
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当取引による利用者の被害の防止及び救済を図るために、成年後見制度を周知する

とともに、制度の利用に当たって必要となる支援を行うこと。 

 ２ 事業所は、サービス提供中に職員又は養護者による虐待を受けたと思われる利用者

を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報するものとする。 

 ３ 事業所におけるストレス対策を含む高齢者虐待および障害者虐待の防止に向けた 

取組例を収集し、周知を図るほか、国の補助により都道府県が実施している事業に  

おいて、ハラスメント等のストレス対策に関する研修を実施できることや、同事業に

よる相談窓口について、高齢者および障害者本人とその家族だけでなく介護職員等も

利用できることを明確化するなど、高齢者虐待および障害者虐待の防止に向けた施策

の充実を図る。 

  ４ その他虐待防止に関する必要な事項は、社会福祉法人足立邦栄会虐待防止に関する

指針に定めるとおりとする。 

 

（その他の留意事項） 

第２２条 利用者が入浴室及び機能訓練室等を利用する場合は、職員立ち会いのもとで使用

すること。また、体調が思わしくない利用者にはその旨を説明し安全指導を図る。 

 

 

第６章  非常災害対策 
 

（緊急時等における対応方法） 

第２３条 通所介護従事者等は、指定通所介護を実施中に利用者の病状等に急変、その他  

緊急事態が生じたときは、利用者が、予め近親者等緊急連絡先を届けている場合は、   

医療機関への連絡と共に、その緊急連絡先へも速やかに連絡を行うものとする｡また 

管理者に報告しなければならない。 

  ２ 指定通所介護を実施中に天災その他の災害が発生した場合、利用者の避難等の措置

を講ずるほか、管理者に連絡のうえその指示に従うものとする。 

 

（非常災害対策） 

第２４条 事業所は、非常災害に備えるため、防災計画を作成し避難訓練等を次のとおり  

行うとともに必要な設備を備える。 

     防火管理責任者   管理課 

     自衛消防訓練    年 12 回 

２ 利用者は健康上又は防災等の緊急事態の発生に気づいた時は、ナースコール等  

最も適切な方法で、職員に事態の発生を知らせるものとする｡ 

 

（業務継続計画の作成） 

第２５条 事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供

を継続的に実施するため、また非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以

下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずる

ものとする。 

２ 職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、業務継続に係る研修及び  

訓練を定期的（それぞれ年２回ずつ以上）に実施するとともに、新規採用時には必ず

研修を実施する。 

３ 事業所は定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更

を行うものとする。 

 

 

第７章  その他の運営についての重要事項 
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（身体拘束の禁止） 

第２６条 事業所は、サービスの提供に当たっては、利用者又は他の利用者の生命又は身体

を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束その他利用者の行動を制限 

する行為（以下「身体拘束等」という。）を行わないものとする。 

２ 事業所は、やむを得ず前項の身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その

際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由など必要な事項を記録すること

とする。 

３ 事業所は、身体拘束の適正化を図るため、次の各号に掲げる措置を講じるものと  

する。 

⑴ 身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等の活用可）

を定期的（３月に１回以上）に開催するとともに、その結果について職員へ周知  

徹底を図ること。 

⑵ 身体拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

⑶ 職員に対し、身体拘束等の適正化のための研修を定期的（年２回以上）に実施する

とともに、新規採用時には必ず実施すること。 

 

（苦情処理） 

第２７条 利用者又は家族は、提供されたサービス等につき、苦情を申し出ることができる｡

その場合、事業所は速やかに事実関係を調査し、その結果並びに改善の必要性の有無

及び改善の方法・結果について利用者又は家族に報告するものとする｡ 

なお、苦情申立窓口は、別に定める「重要事項説明書」に記載されたとおりとする。 

 

（損害賠償） 

第２８条 事業所の提供するサービスにより、利用者に賠償すべき事故が発生した場合、  

損害賠償を速やかに行う。 

  ２ 利用者は、故意に事業所（設備および備品）に損害を与えた場合にその損害を賠償

し、又は現状に回復しなければならない。 

  ３ 第２項に関わる損害賠償の額は、利用者の収入および事情を考慮して減免すること

がある。 

 

（職員の研修） 

第２９条 職員の資質向上を図るため、研修の機会を次のとおりもうけるものとし、業務  

体制を整備する。 

  ⑴ 採用時研修  採用後２か月以内 

  ⑵ 継続研修   年２回以上 

  ⑶ 施設内研修  年３回以上 

   

（介護サービス情報の公表） 

第３０条 都民が社会福祉法人足立邦栄会が提供するサービスを安心して利用できるよう 

理解と信頼を促進するため、介護サービス情報の公表を法人・施設のホームページ等

において行うものとする。 

 

（委 任） 

第３１条 この規程の施行上必要な細目については、管理者が別に定める｡ 

 

（改 正） 

第３２条 この規程の改正、廃止するときは社会福祉法人足立邦栄会理事会の議決を経るも

のとする｡ 
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附 則 

この規程は、平成 12 年 4 月 1 日から施行する。 

この規程は、平成 13 年 6 月 1 日から施行する。 

この規程は、平成 17 年 6 月 1 日から施行する。 

この規程は、平成 17 年 10 月 1 日から施行する。 

この規程は、平成 18 年 4 月 1 日から施行する。 

この規程は、平成 19 年 4 月 1 日から施行する。 

この規程は、平成 19 年 7 月 1 日から施行する。 

この規程は、平成 20 年 8 月 1 日から施行する。 

この規程は、平成 26 年 4 月 1 日から施行する。 

この規程は、平成 27 年 6 月 1 日から施行する。 

この規程は、令和 3 年 4 月 1 日から施行する。 

この規程は、令和 3 年 12 月 1 日から施行する。 

この規程は、令和 4 年 4 月 1 日から施行する。 

この規程は、令和 4 年 10 月 1 日から施行する。 

この規程は、令和 6 年 4 月 1 日から施行する。 

この規程は、令和 6 年 6 月 1 日から施行する。 

この規程は、令和 8 年 6 月 1 日から施行する。 

この規程は、令和 8 年 8 月 1 日から施行する。 
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別紙   

 

第１２条（指定通所介護の利用料等）         

 

通所介護サービス 

（１）基本料金（一日あたりの負担額） 

① 通常規模型通所介護費〈７時間以上８時間未満〉       単位数×１０.９０ 

※ ご利用者の負担額は、日単位で計算した介護報酬の１割で、おおむねの額です。 

行き帰りの送迎は上記の負担額に含まれます。（送迎減算：片道につき４７単位） 

 

② その他の体制加算  体制が整っている場合、基本料金に算定される加算・減算 

 単位数 介護報酬額 利用者負担額 

要 介 護 度 １  ６５８単位   ６，４５４円    ７１８円 

要 介 護 度 ２  ７７７単位  ７，６２２円    ８４７円 

要 介 護 度 ３  ９００単位   ８，８２９円    ９８１円 

要 介 護 度 ４ １,０２３単位 １０，０３５円 １，１１５円 

要 介 護 度 ５ １,１４８単位 １１，２６１円 １，２５２円 

項 目 
単位数 利用者負担額 備考 

要件 

ｻｰﾋﾞｽ提供体制強化 

加算（Ⅰ） 

２２単位/回 ２４円  

以下のいずれかに該当すること 

①介護福祉士７０％以上 

②勤続１０年以上介護福祉士２５％以上 

ｻｰﾋﾞｽ提供体制強化 

加算（Ⅱ） 

１８単位/回 ２０円  

介護職員のうち介護福祉士５０％以上 

ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ提供体制強化 

加算（Ⅲ） 

６単位/回 ７円  

以下のいずれかに該当すること。 

①介護福祉士４０％以上 

②勤続７年以上の職員３０％以上 

生活相談員配置等加算 

１３単位/日 １５円  

・生活相談員を１名以上配置していること。 

・地域に貢献する活動を行っていること。 

※共生型通所介護を算定している場合の加算。 

中重度者ケア体制加算 

４５単位/日 ４９円  

指定居宅サービス等基準に規定する員数に加え、介護職員又は

看護職員を常勤換算方法で２以上確保していること。 

・指定通所介護事業所における前年度又は算定日が属する月の

前３月間の利用者の総数のうち、要介護状態区分が要介護３，

要介護４又は要介護５である者の占める割合が３０％以上であ

ること。 

・指定通所介護を行う時間帯を通じて、専ら当該指定通所介護

の提供に当たる看護職員を１名以上配置していること。 

業務継続計画 

未実施減算 

所定単位数の１.０％を減算 

・感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービス

の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業

務再開を図るための計画（業務継続計画）を策定すること 
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③ その他の加算  対象の方のみ算定される加算・減算 

・当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずること 

高齢者虐待防止 

措置未実施減算 

所定単位数の１.０％を減算 

・虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等

の活用可能）を定期的に開催するとともに、その結果について、

従業者に周知徹底を図ること。 

・虐待の防止のための指針を整備すること。 

・従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施するこ

と。 

・上記措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

介護職員等処遇改善 

加算(Ⅰ)イ 
総単位数に１１.１％を乗じた単位数を加算 

介護職員等処遇改善 

加算(Ⅰ)ロ 
総単位数に１２.０％を乗じた単位数を加算 

介護職員等処遇改善 

加算(Ⅱ)イ 
総単位数に１０.９％を乗じた単位数を加算 

介護職員等処遇改善 

加算(Ⅱ)ロ 
総単位数に１１.８％を乗じた単位数を加算 

介護職員等処遇改善 

加算(Ⅲ) 
総単位数に９.９％を乗じた単位数を加算 

介護職員等処遇改善 

加算(Ⅳ) 
総単位数に８.３％を乗じた単位数を加算 

項 目 
単位数 利用者負担額 備考 

要件 

入浴介助加算(Ⅰ) 

４０単位/日 ４４円  

入浴介助を適切に行うことができる人員及び設備を有して、行わ

れる入浴介助である。 

入浴介助に関わる職員に対し、入浴介助に関わる研修等を行うこ

と。 

入浴介助加算(Ⅱ) 

５５単位/日 ６０円  

Ⅰに加えて、別途下記の要件を満たした場合 

・医師、理学療法士、作業療法士、介護福祉士若しくは介護支援

専門員又は利用者の動作及び浴室の環境の評価を行うことがで

きる福祉用具専門相談員、機能訓練指導員、地域包括支援センタ

ーの職員その他住宅改修に関する専門的知識及び経験を有する

者（以下「医師等」という。）が、利用者の居宅を訪問し、浴室に

おける当該利用者の動作及び浴室の環境を評価していること。こ

の際、当該居宅の浴室が、当該利用者自身又は家族等の介助によ

り入浴を行うことが難しい環境にある場合には、訪問した医師等

が、介護支援専門員・福祉用具専門相談員と連携し、福祉用具の

貸与・購入・住宅改修等の浴室の環境整備に係る助言を行うこと。

ただし、医師等による利用者の居宅への訪問が困難な場合には、

医師等の指示の下、介護職員が利用者の居宅を訪問し、情報通信

機器等を活用して把握した浴室における当該利用者の動作及び

浴室の環境を踏まえ、医師等が当該評価・助言を行っても差し支

えないものとする。 

・当該事業所の機能訓練指導員等が共同して、医師等と連携の下

で、利用者の身体の状況、訪問により把握した居宅の浴室の環境

等を踏まえた個別の入浴計画を作成すること。ただし、個別の入

浴計画に相当する内容を通所介護計画に記載することをもって
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個別の入浴計画の作成に代えることができる。 

・上記の入浴計画に基づき、個浴（個別の入浴をいう。）又は利用

者の居宅の状況に近い環境（利用者の居宅の浴室の手すりの位置

や使用する浴槽の深さ及び高さ等に合わせて、当該事業所の浴室

に福祉用具等を設置することにより、利用者の居宅の浴室の状況

を再現しているものをいう。）で、入浴介助を行うこと。 

個別機能訓練加算(Ⅰ)

イ 

５６単位/日 ６１円  

常勤の機能訓練指導員等を配置し、他の職種と共同して利用者の

居宅を訪問した上で個別機能訓練計画を作成・実施。その後３ヶ

月に１回以上利用者の居宅を訪問し内容・評価・状況説明した場

合 

個別機能訓練加算(Ⅰ)

ロ 

７６単位/日 ８３円  

専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等を１名以上

配置し、他の職種と共同して利用者の居宅を訪問した上で個別機

能訓練計画を作成・実施。その後３ヶ月に１回以上利用者の居宅

を訪問し内容・評価・状況説明した場合 

個別機能訓練加算(Ⅱ) 

２０単位/月 

（1）上乗せ算定 
２６円 

 

個別機能加算（Ⅰ）に加えて、個別機能訓練計画等の内容を厚生

労働省に提出し、フィードバックを受けていること。（LIFE への

データ提出とフィードバックの活用）。 

若年性認知症利用者 

受入加算 

６０単位/日 ６６円  

受け入れた若年性認知症利用者（初老期における認知症によって

要介護者となった者）ごとに個別の担当者を定めていること。 

栄養改善加算 

１５０単位/日 １６４円  

当該事業所の職員として、又は外部(他の介護事業所・医療機関・

栄養ケア・ステーション)との連携により管理栄養士を１名以上配

置していること。 

・利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士等が共同

して、利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮した栄養

ケア計画を作成していること。 

・利用者ごとの栄養ケア計画に従い必要に応じて当該利用者の居

宅を訪問し、管理栄養士等が栄養改善サービスを行っているとと

もに、利用者の栄養状態を定期的に記録していること。 

・利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価している

こと。 

口腔機能向上加算(Ⅰ) 

１５０単位/回 １６４円  

言語聴覚士,歯科衛生士又は看護師を１名以上配置。・利用者の口

腔機能を利用開始時に把握し、言語聴覚士、歯科衛生士、看護職

員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、利用者

ごとの口腔機能改善管理指導計画を作成していること。 

・利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚士、歯

科衛生士又は看護職員が口腔機能向 

上サービスを行っているとともに、利用者の口腔機能を定期的に

記録していること。 

・利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期的に

評価すること。 

口腔機能向上加算(Ⅱ) 

１６０単位/回 １７５円  

口腔機能向上加算（Ⅰ）の取組に加え、口腔機能改善管理指導計

画等の情報を厚生労働省に提出し、口腔機能向上サービスの実施

にあたって当該情報その他口腔衛生の管理の適切かつ有効な実

施のために必要な情報を活用していること 
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栄養アセスメント加算 

５０単位/月 ５５円  

当該事業所の従業者として又は外部との連携により管理栄養士

を１名以上配置していること。 

・利用者ごとに、管理栄養士、看護職員、介護職員、生活相談員

その他の職種の者が共同して栄養アセスメントを実施し、当該利

用者又はその家族に対してその結果を説明し、相談等に必要に応

じ対応すること。 

・利用者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省に提出し、栄養管

理の実施に当たって、当該情報その他栄養管理の適切かつ有効な

実施のために必要な情報を活用していること。 

栄養改善加算 

２００単位/回 ２１８円  

・当該事業所の職員として、又は外部（他の介護事業所・医療機

関・栄養ケア・ステーション）との連携により管理栄養士を１名

以上配置していること。 

・利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士等が共同

して、利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮した栄養

ケア計画を作成していること。 

・利用者ごとの栄養ケア計画に従い必要に応じて当該利用者の居

宅を訪問し、管理栄養士等が栄養改善サービスを行っているとと

もに、利用者の栄養状態を定期的に記録していること。 

・利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価している

こと。 

※３月以内の期間に限り月２回を限度として算定可。 

口腔・栄養スクリー 

ニング加算（Ⅰ） 

２０単位/回 １９６円  

介護サービス事業所の従業者が、利用開始時及び利用中６月ごと

に利用者の口腔の健康状態及び栄養状態について確認を行い、当

該情報を利用者を担当する介護支援専門員に提供していること。 

※栄養アセスメント加算、栄養改善加算及び口腔機能向上加算と

の併算定不可。 

※６月に１回を限度。 

口腔・栄養スクリー 

ニング加算（Ⅱ） 

５単位/回 ６円  

利用者が、栄養改善加算や口腔機能向上加算を算定している場合

に、口腔の健康状態と栄養状態のいずれかの確認を行い、当該情

報を利用者を担当する介護支援専門員に提供していること。 

※栄養アセスメント加算、栄養改善加算又は口腔機能向上加算を

算定しており加算（Ⅰ）を算定できない場合にのみ算定可能。 

※６月に１回を限度。 

口腔機能向上加算（Ⅰ） 

１５０単位/回 １６４円  

・言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以上配置している

こと。 

・利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言語聴覚士、歯科衛

生士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同

して、利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画を作成しているこ

と。 

・利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚士、歯

科衛生士又は看護職員が口腔機能向上サービスを行っていると

ともに、利用者の口腔機能を定期的に記録していること。 

・利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期的に

評価すること。 

※３月以内の期間に限り１月に２回を限度として算定可（ただ

し、口腔機能向上サービスの開始から３月ごとの利用者の口腔機
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（２） 介護保険給付対象外サービスの利用料金 

※創作活動費等が発生する活動については、事前にご参加の確認をいたします。その上で、

かかった費用について請求いたします。外食・外出行事も同様に実費を頂く事があります。 

※このほか、利用者の事情により必要となる日用品等は、実費をいただきます。 

 

（５）第 13 条の通常の事業実施地域を超えて行う送迎の交通費、営業時間帯を超えて通所 

介護を提供する場合の利用料、食費、おむつ代等の諸経費については、実費をいただき

ます。 

 

通所型サービス（総合事業） 

（１）基本料金（一日あたりの負担額） 

① 通所型サービス介護費（区独自基準）            単位数×１０.９０ 

能の評価の結果、口腔機能が向上せず、口腔機能向上サービスを

引き続き行うことが必要と認められる利用者については、引き続

き算定可）。 

口腔機能向上加算（Ⅱ） 

１６０単位/回 １７４円  

口腔機能向上加算（Ⅰ）の取組に加え、口腔機能改善管理指導計

画等の情報を厚生労働省に提出し、口腔機能向上サービスの実施

にあたって当該情報その他口腔衛生の管理の適切かつ有効な実

施のために必要な情報を活用していること。 

ADL 維持等加算(Ⅰ) 

３０単位/月 ３３円  

イ 利用者等(当該施設等の評価対象利用期間が６月を超える

者）の総数が１０人以上であること。 

ロ 利用者等全員について、利用開始月と、当該月の翌月から起

算して６月目（６月目にサービスの利用がない場合はサービス

の利用があった最終月）において、Barthel Index を適切に評

価できる者が ADL 値を測定し、測定した日が属する月ごとに厚

生労働省に提出していること。 

ハ 利用開始月の翌月から起算して６月目の月に測定した ADL値

から利用開始月に測定した ADL 値を控除し、初月の ADL 値や要

介護認定の状況等に応じた値を加えて得た値（調整済 ADL 利得）

について、利用者等から調整済 ADL 利得の上位及び下位それぞ

れ１割の者を除いた者を評価対象利用者等とし、評価対象利用者

等の調整済 ADL 利得を平均して得た値が１以上であること。 

ADL 維持等加算(Ⅱ) 

６０単位/月 ６６円  

・ADL 維持等加算(Ⅰ)のイとロの要件を満たすこと。 

・評価対象利用者等の調整済 ADL 利得を平均して得た値が３以

上であること。 

食 費 ６９０ 円 昼食代（おやつ含む） ／１食 

おむつ代 １００ 円 臨時、希望された場合／１枚 

 単位数 介護報酬額 利用者負担額 

要 支 援 １ 

事業対象者 

（週 1回利用） 

４１７単位  ４，０９０円  ４５５円 

要 支 援 ２ 

事業対象者 

（週 2回利用） 

４１７単位  ４，０９０円  ４５５円 
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※表は利用者負担が１割の場合です。日単位の回数制となります。 

※行き帰りの送迎及び入浴は上記の負担額に含まれます。（送迎減算：片道につき４７単位） 

 

② その他の体制加算  体制が整っている場合、基本料金に算定される加算・減算 

項 目 
単位数 利用者負担額 備考 

要件 

サービス提供

体制強化加算

（Ⅰ） 

支援 1 ８８単位 ９６円/月  

支援 2 １７６単位 １９２円/月  

 

以下のいずれかに該当すること 

①介護福祉士７０％以上 

②勤続１０年以上介護福祉士２５％以上 

サービス提供

体制強化加算

（Ⅱ） 

支援 1 ７２単位 ７９円/月  

支援 2 １４４単位 １５７円/月  

 介護福祉士５０％以上 

サービス提供

体制強化加算

（Ⅲ） 

支援 1 ２４単位 ２７円/月  

支援 2 ４８単位 ５３円/月  

 

以下のいずれかに該当すること 

①介護福祉士４０％以上 

⓶勤続７年以上職員３０％以上 

業務継続計画 

未実施減算 

支援 1 －４単位 －５円/回  

支援 2 －４単位 －５円/回  

・感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を

継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るため

の計画（業務継続計画）を策定すること 

・当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずること 

高齢者虐待 

防止措置 

未実施減算 

支援 1 －４単位 －５円/回  

支援 2 －４単位 －５円/回  

・虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等の活用可

能）を定期的に開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底

を図ること。 

・虐待の防止のための指針を整備すること。 

・従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること。 

・上記措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

介護職員等 

処遇改善加

算(Ⅰ)イ 

１９人以上 

支援 1 ２００単位 ２１８円/月  

支援 2 ４０２単位 ４３９円/月  

介護職員等 

処遇改善加

算(Ⅰ)ロ 

１９人以上 

支援 1 ２１６単位 ２３６円/月  

支援 2 ４３５単位 ４７５円/月  

介護職員等 

処遇改善加

算(Ⅱ)イ 

１９人以上 

支援 1 １９６単位 ２１４円/月  

支援 2 ３９５単位 ４３１円/月  

介護職員等 

処遇改善加

算(Ⅱ)ロ 

１９人以上 

支援 1 ２１２単位 ２３１円/月  

支援 2 ４２７単位 ４６６円/月  
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③ その他の加算  対象の方のみ算定される加算・減算 

介護職員等

処遇改善加

算(Ⅲ) 

１９人以上 

支援 1 １７８単位 １９４円/月  

支援 2 ３５８単位 ３９１円/月  

介護職員等 

処遇改善加

算(Ⅳ) 

１９人以上 

支援 1 １４９単位 １６３円/月  

支援 2 ３０１単位 ３２８円/月  

項 目 
単位数 利用者負担額 備考 

要件 

若年性認知症利用者 

受入加算 

２４０単位 ２６２円/月  

受け入れた若年性認知症利用者（初老期における認知症によって

要介護者となった者）ごとに個別の担当者を定めていること。 

栄養改善加算 

２００単位 ２１８円/月  

管理栄養士を配置し、栄養ケア計画を作成し実施及び評価を行っ

た場合 

口腔機能向上加算（Ⅰ） 

１５０単位 １６４円/月  

言語聴覚士,歯科衛生士又は看護師を１名以上配置。口腔ケア計

画を作成し実施及び評価を行った場合 

口腔機能向上加算（Ⅱ） 

１６０単位 １７５円/月  

口腔機能向上加算（Ⅰ）の取り組みに加え、口腔機能改善管理

指導計画などの情報を厚生労働省に提出し、口腔機能向上サー

ビスの実施に当たって該当情報その他口腔衛生の管理の適切か

つ有効な実施のために必要な情報を活用していること。 

科学的介護推進体制 

加算 

４０単位 ４４円/月  

利用者ごとの ADL 値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況その

他の利用者の心身の状況等に係る基本的な情報を、LIFE を用い

て厚生労働省に提出していること 

必要に応じて通所介護計画を見直すなど、サービスの提供に当

たって、上記の情報、その他サービスを適切かつ有効に提供す

るために必要な情報を活用していること 

栄養アセスメント加算 

５０単位 ５５円/月  

当該事業所の従業者として又は外部との連携により管理栄養士

を１名以上配置していること。 

利用者ごとに、管理栄養士、看護職員、介護職員、生活相談員

その他の職種の者が共同して栄養アセスメントを実施し、当該

利用者又はその家族に対してその結果を説明し、相談等に必要

に応じ対応すること。 

利用者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省に提出し、栄養管

理の実施に当たって、当該情報その他栄養管理の適切かつ有効

な実施のために必要な情報を活用していること。 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合している指定通所介護事

業所であること。 

口腔・栄養スクリー 

ニング加算（Ⅰ） 

２０単位 ２２円/月  

事業所の従業者が利用開始時及び利用中６ヵ月ごとに利用者の

口腔の健康状態及び栄養状態について確認を行い、当該情報を

利用者の担当ケアマネジャーに提供していること。 

口腔・栄養スクリー 

ニング加算（Ⅱ） 

５単位 ６円/月  

利用者が栄養改善加算や口腔機能向上加算を算定している場
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（２） 介護保険給付対象外サービスの利用料金 

※創作活動費等が発生する活動については、事前にご参加の確認をいたします。その上で、

かかった費用について請求いたします。外食・外出行事も同様に実費を頂く事があります。 

※このほか、利用者の事情により必要となる日用品等は、実費をいただきます。 

 

（４）第 13 条の通常の事業実施地域を超えて行う送迎の交通費、営業時間帯を超えて通所  

介護を提供する場合の利用料、食費、おむつ代等の諸経費については、実費をいただき

ます。 

 

※ 平成 12年 4 月 1 日 制定 

※ 平成 15年 4 月 1 日 改定 

※ 平成 17年 10月 1 日 改定 

※ 平成 18年 4 月 1 日 改定 

※ 平成 19年 4 月 1 日 改定 

※ 平成 19年 7 月 1 日 改定 

※ 平成 20年 8 月 1 日 改定 

※ 平成 21年 4 月 1 日 改定 

※ 平成 23年 4 月 1 日  改定 

※ 平成 24年 4 月 1 日  改定 

※ 平成 26年 4 月 1 日  改定 

※ 平成 27年 4 月 1 日  改定 

※ 令和 3 年 4 月 1 日 改定 

※ 令和 3 年 12月 1 日 改定 

※ 令和 4 年 4 月 1 日 改定 

※ 令和 4 年 10月 1 日 改定 

※ 令和 6 年 4 月 1 日 改定 

※ 令和 6 年 6 月 1 日 改定 

※ 令和 8 年 6 月 1 日 改定 

※ 令和 8 年 8 月 1 日 改定 

 

合、口腔の健康状態と栄養状態のいずれかの確認を行い、当該

情報を利用者の担当ケアマネジャーに提供していること。 

栄養アセスメント加算又は栄養改善加算を算定の場合、口腔項

目のスクリーニングのみ実施。 

口腔機能向上加算を算定の場合、栄養項目のスクリーニングの

み実施。 

食 費 ６９０ 円 昼食代（おやつ含む） ／１食 

おむつ代 １００ 円 臨時、希望された場合／１枚 


